
Copyright(c)  Japan Food Hygiene Association. All Rights Reserved. 28

本日の内容

食品等の安全性確保の考え方

食品衛生法

輸入食品の安全性確保
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主要先進国のカロリーベース総合食料自給率＊
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＊ 1人1日当たり国産供給熱量／1人1日当たり供給熱量
（畜産物には、畜種ごとの飼料自給率がかけられて計算されている。）

農林水産省「食料需給表」より
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＊昭和50年から平成18年は年次、平成19年以降は年度

食品等の輸入届出の件数と重量の推移
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昭和 平成 （年）

226万件
(Ｈ27年度)

3,190万ﾄﾝ
(H27年度）
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食品等の輸入の流れ

厚生労働省 検 疫 所
食 品 衛 生 法

農林水産省
植物防疫所
植物防疫法

財務省 税関
関 税 法

食品・添加物・器具容器包装・乳児用おもちゃ

農林水産省
動物検疫所

家畜伝染病予防法

輸 入

その他の食品等食肉・食肉製品等 果実･野菜･穀物等
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輸入食品の重量割合内訳（平成２7年度）

畜産食品，

畜産加工食品

水産食品，

水産加工食品

農産食品，

農産加工食品

その他の食料品

1,702,681

飲料

1,568,445

食品添加物

720,914

器具

717,460

容器包装

94,984 おもちゃ

59,779

輸入重量
31,900,083

トン

3,284,384

2,224,355

21,527,080
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畜産食品 畜産加工食品 水産食品

水産加工食品 農産食品 農産加工食品

食品別輸入量上位５カ国①（平成２7年度）

米国
1 3%

チリ
1 2%

中国
11%

ロシア
10%

ノルウェー
10%

その他
44%

タイ

24%

中国

22%

オーストラリア
12%

ニュージーランド
9%

米国

8%

その他
25%

米国
28%

ブラジル

20%オーストラリア

15%

カ ナダ

10%

デンマーク

5%

その他
22%

中国
40%

タイ
13%

米国
1 1%

ベトナム
1 0%

チリ
5 %

その他
21% 米国

4 8 %

カナダ

2 3 %

オーストラリア

7 %

フィリピン

5%

ブラジル

4%

その他

13%

中国
38%

米国
1 8%

タイ
10%

イタリア
6%

韓国
3%

その他
25%
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その他の加工食品 飲 料
食品添加物

器 具 容器包装 おもちゃ

食品別輸入量上位５カ国②（平成２7年度）

オーストラリア
2 7%

メキシコ
1 6%

韓国
10%

中国
9%

米国
8 %

その他
30%

米国
2 0%

韓国
17%

フランス
16%

チリ
6 %

中国
5%

その他
36%

タイ
34%

中国
15%

インドネシア
10%

ベトナム
7 %

米国
5 %

その他
29%

中国

66%タイ

10%

韓国

5%

ベトナム

4 %

マレーシア

3 %

その他

12% 中国

34%

韓国

15%
台湾

13%

タイ

12%

マレーシア

6 %

その他

20%

中国

76%

ベトナム

10%

タイ

7%

インドネシア

1%

ハンガリー

1%
その他

5%
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廃棄・積戻し又は
食用外転用

消費者

検査命令

違
反
情
報

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

海外における食品安全情報の収集

違反発見時の通報都道府県等監視指導計画に基づく
流通食品等の収去検査（必要に応じて）

厚生労働大臣への届出
販売又は営業上使用することを目的として輸入する食品、添加物、器具又は容器包装、乳幼児用
おもちゃについては、輸入の都度、厚生労働大臣に届け出ることを義務づけ

審査① 届出内容の確認（全ての届出が対象）

食品衛生法の規格基準等に適合するものであるか食品衛生監視員が全ての届出を審査
審査② 検査での確認（必要に応じて）

審査①を実施後、違反の可能性に応じて、検査の実施を指導（命令検査・指導検査等）

不合格

輸
入
時
対
策

国
内
対
策

事前相談・指導

輸
出
国
対
策

モニタリング検査の実施（年間計画に基づいて）

合 格

日本の規制に合った生産、製造、加工等の管理

輸出国政府による証明書の発給

輸出前検査等

在京大使館を通じた、日本の法規制等の
英語での周知

輸出国との二国間協議や担当官を派遣し、
現地調査や現地での説明会の実施

輸出国での検査に関する技術協力

輸入届出

輸入者

輸出国政府 厚生労働省

都道府県等

厚生労働省 検疫所

厚生労働省 検疫所

リスクコミュ二ケーション

安全性確保の対策フロー図
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■

 在京大使館を通じた情報提供
日本に在駐している大使館等を通じ、我が国の食品衛生規制に関する情報

提供を随時行う。

 二国間協議
法違反のあった食品について、違反原因の究明及びその結果に基づく再発

防止対策の確立を輸出国に対して要請する。

 現地調査・情報収集
主要な輸出国での衛生対策に関する情報収集を行う。
担当者を派遣し、現地での法規制や管理についての調査を計画的に実施す

る。

輸出国政府との情報交換

輸出国では問題のない食品でも、我が国の規制に合わないものもあります。対日輸出の食品
については、我が国の規制にあった生産、製造、加工等の管理が必要になります。

輸出国に関する対策
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■
輸出国に関する対策

輸入食品の安全性確保において、重要な対策の一つは、輸出国において、日本の食品衛生
法に適合した食品が生産、加工をされることです。そのために、輸出国の政府担当者や輸出業
者が、我が国の食品衛生に関する法律への理解を推進するよう情報発信を行っています。

 輸出国の政府担当者及び食品事業者を対象とした説明会
・輸出国に担当者を派遣し、日本の規制や体制について説明会を開催。

 ホームページでの英語での情報発信

http://www.mhlw.go.jp/english/topics/importedfoods/index.html
・輸入食品監視指導計画及びその結果、食品衛生規制に関する情報など
を掲載

日本の食品衛生規制の周知
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■

 我が国の規制に合った生産、加工等の管理、輸出前検査（事業者）
・生産の段階から、日本の法律に適合するよう管理を行う。
・外国公的検査機関等において、輸出前に検査を実施して安全性を確認
する。

 輸出前検査または証明書の発給（輸出国政府）
・必要に応じて、輸出国政府による検査が行われる。また、適切に管理
が行われていることについて、輸出国政府からの衛生証明書等が発給
される。

輸出国に関する対策

生産段階から日本の食品衛生法等に適合するように生産、加工段階から管理することが重要です。
また、輸出国での監視指導については、輸出国政府によって行われますので、輸入に際して、輸出
国政府による検査の実施や証明書の発行が必要な食品もあります。

輸出国での個別の食品への対応
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インドネシア

関係法令

・インドネシア共和国食料法（NO.7/1996）
・改正インドネシア共和国食料法（NO.18/2012）
・Fisheries Law No.31/2004 amandment No. 45/2009 
・水産物の品質と食品安全に関する法律

（NO. PER 01/MEN/2007  amandment PER.19/MEN/2010） 等

調査対象 インドネシアにおける対日輸出食品の制度調査

概 要

インドネシアにおける食品衛生規制について、インドネシア政府海
洋水産省、国家医薬品食品監督庁担当者より説明を受け、意見交換を
行い、日本の輸入食品監視体制及び衛生規則について政府関係者及び
食品業者を対象にセミナーを開催した。
また、まぐろ加工施設及び鶏肉加工施設の管理状況等について現地

調査を実施した。

輸出国調査の実施概要①
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輸出国調査の実施概要②

ドイツ

関係法令

・一般食品法総合原則（Regulation (EC) No. 178/2002）
・一般食品衛生規則（Regulation (EC) No. 852/2004）
・動物起源食品特別衛生規則（Regulation (EC) No. 853/2004）
・動物起源食品特別公的統率規則（Regulation (EC) No. 854/2004）

・公的統制規則（Regulation (EC) No. 882/2004）
・食品・日用品・飼料法典（Lebensmittel- und Futtermittelgesetzbuch）

等

調査対象 ドイツにおける対日輸出食品の制度調査

概 要

ドイツにおける食品衛生規制について、連邦消費者保護・食品安全
庁、ニーダーザクセン州農業省担当者より説明を受け、意見交換を行
い、日本の輸入食品監視体制及び衛生規則についてドイツ政府関係者
を対象にセミナーを開催した。
また、鶏卵加工施設及び食肉加工施設の管理状況等について現地調

査を実施した。
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輸出国における調査・協議 （平成27年度抜粋）

対象国 品目 調査目的・協議内容 実施時期

スイス産 牛肉 （BSE）

平成27年12月の食品安全委員会による
食品健康影響評価を踏まえ、その範囲内
で輸入を再開するため、スイス政府と協
議を行い、対日輸出プログラムの実施準
備状況について現地 調査にて確認した。
（平成28年7月に輸入を解禁）

平成 28 年 2～3 
月

タイ産

アスパラガス、
おくら、 バナナ、
マンゴー、マンゴ
スチン （残留農
薬）

平成 25 年 11 月、検査命令免除対象
輸出者より残留農薬に 係る違反貨物が確
認されたことから協議開始。タイ政府の
原 因究明及び再発防止対策及び現地調査
での指摘内容について、平成 27 年 4 
月、残留農薬に係る対日輸出管理プログ
ラムに反映された。

平成 27 年 2 月

ベトナム産 食品 （異物）

平成 26 年 7 月、冷凍ししゃもに異物
が混入していたとして協 議開始。平成
27年 5 月、ベトナム政府の原因究明及
び再発防止策を踏まえ、通常の監視体制
とした。

平成27年3月
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海外からの問題発生情報等に基づく対応（平成27年度抜粋）

対象国 品目 内容 対応

フランス
ナチュラル
チーズ

サルモネラ汚染の
おそれ

対象食品の輸入届出がなされ
た場合、積み戻し等の指導を
講じた

南アフリカ ぶどう酒
ガラス片混入のお
それ

対象食品の輸入届出がなされ
た場合、積み戻し等の指導を
講じた

イタリア
オリーブ漬け
物

硫酸銅不正使用の
おそれ

捜査対象であるか確認し、対
象外であることが確認できな
い場合は貨物の保留等を行う
措置を講じた
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■

 輸出国における監視体制の強化のための技術協力

・残留農薬、カビ毒等の試験検査技術向上のための、検査技術担当者の

派遣や海外政府機関担当者の研修生として受け入れ

我が国の食品衛生行政に関する研修を実施したり、技術担当者を派遣して、実際の検査手法
等の技術協力を積極的に行っています。

輸出国への技術協力
輸出国に関する対策
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・
施
策
の
実
施
状
況
の
公
表

・
国
民
か
ら
の
意
見
の
聴
取

消 費 者

安
全
な
食
品
の

供
給

・相
談

・届
出

ハ
サ
ッ
プ
施
設
の
承
認
・検
査
等

・
施
策
の
実
施
状
況
の
公
表

・
住
民
か
ら
の
意
見
の
聴
取

施
策
の
実
施

の
た
め
の

相
互
連
携

輸入食品の
監視指導

検疫所

①
営
業
許
可

②
立
入
、
監
視
指
導

③
収
去
検
査

④
検
査
命
令

⑤
食
中
毒
等
調
査

⑥
苦
情
等
の
相
談
窓
口

⑦
食
品
衛
生
の
普
及
啓
発

・相
談

・申
請

保健所

①
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
検
査
等

②
検
査
命
令

登録検査機関

都道府県、保健所設置市、特別区

輸入食品等

検査依頼

・登
録
（取
消
）

・監
査
指
導

地方厚生局

食品等事業者

農林水産省
（リスク管理） 厚生労働省（リスク管理）

食品安全委員会（リスク評価）

関係行政機関相互

の密接な連携

食品衛生行政の展開

消費者庁

消費者委員会

関係者相互間の情報及び
意見の交換の促進
（ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ）

総合調整等
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